11月１日新聞記事「地方公務員給与が国家公務員給与を上回っている」等について
　本日11月１日、朝日新聞、日本経済新聞、産経新聞は、地方公務員の給与が国家公務員を上回っている等とする記事を掲載しました。
　内容は、概ね、「国家公務員が臨時特例法で給与を引下げた結果、地方公務員の給与が国家公務員給与を上回っている。このため、財務省は、１日に開催する「財政制度審議会」に試算を示し、地方自治体では給与削減が進んでいないことから、国並みに給与を引下げるように求める」いうものです。
　財務省は、以前からの地方公務員給与の削減によって地方交付税の削減を意図しており、今回の記事も、11月１日に開催する「財政制度審議会」開催にむけて、意識的に発信したことは明らかです。
　自治労、公務労協は、以前から、政府に対して国家公務員給与の削減について、地方公務員給与に影響を波及させないことを求めており、政府も、あくまで国公独自の課題であり、「地方交付税の交付に当たり、特定の支出の削減を義務付けることはできない」、「国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていない」と2011年6月3日に閣議決定しています。また、複数の政府閣僚からも、繰り返し同趣旨の答弁を得ています。
　また、地方自治体では、国家公務員と違い、これまでに多くの人員削減や独自の給与カットに取り組んできています。
そのような地方自治体の労使の苦渋の選択や努力を軽視することは受け入れることができません。
自治労本部は、現在、詳細な情報を収集しておりますが、今後も、公務労協と連携しながら、地方公務員に対する国家公務員の臨時特例の影響遮断、地方交付税総額の確保について、取り組みを継続していきます。
【参考】　
【共同通信　11月１日】

◎地方自治体の反発必至　財務省の給与減額方針
　国家公務員の給与減額に合わせ地方公務員の給与削減を求める財務省の方針は、給与水準に関して地方自治体の自主性を尊重してきた政府の従来方針から外れるもので、地方側の強い反発を招きそうだ。
　東日本大震災後、政府内では、地方公務員の給与も削減し、復興財源に活用するよう求める意見も強まっていた。
　だが全国知事会など地方６団体は難色を示し、３月に成立した国家公務員の給与減額に関する臨時特例法の付則には、地方公務員の給与は「自主的かつ適切に対応する」と明記された。
　全国知事会は、自治体職員数の削減など地方側の行政改革の実績も強調。国に先行した独自の給与カットは２００２年から１０年間で計約１兆６千億円に上り、「国にあれこれ言われる筋合いはない」とけん制する。
　財務省の案に基づき地方の給与関係経費を削減すれば、地方交付税は６千億円減額されることになる。地方側は「特例法の趣旨に反し、強制的で不当だ」と警戒感を強めている。
【中央官庁だより】　◇財政審、地方財政を議論へ＝財務省(2)
　２０１３年度予算編成に向け、財政制度等審議会（財務相の諮問機関）の財政制度分科会（会長・吉川洋東大大学院教授）が精力的に議論に続けている。先週開かれた会合では、生活保護制度の見直しについて協議し、受給者の医療費の一部自己負担の導入や後発医薬品（ジェネリック医薬品）の原則使用などに言及、波紋を広げた。今週開かれる会合では、地方財政をテーマに取り上げる予定。国家公務員の給与が今年４月から特例的に平均７．８％引き下げられていることを踏まえ、地方公務員給与の在り方を話し合う。地方公務員給与は、自民党政権時代から、財務、総務両省の間で激しい議論が続いてきた難題。自治労の支援を受ける民主党政権となり、さらに扱いにくくなった感もあるが、財務省幹部は「（本当に現状のままでいいのか）きちんと問い掛けはしないといけない」と意気込む。別の幹部も「もし自民党政権だったら、『地方公務員も国家公務員と同じように減額して、浮いた財源は国土強靱（きょうじん）化の予算に回せ』と、きっと言われていたよ」と冗談めかしつつ、「ちゃんと（幅広い検討を）やらなくてはいけない」と述べ、議論の必要性を強調していた。（了）（２０１２年１０月２９日／官庁速報）
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